
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040104010701 事務事業名 国分中央高校維持管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グル－プ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 30 年度～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 高等学校総務費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

資格取得試験検定回数 回 50 50 50 50 50

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

生徒 生徒数 人 846 815 804 814 825

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

進路決定に役立つ学習をする。 ％ 85 86 90 91 92

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

専門性豊かな人材に育つ 高度資格取得者延べ人数 人 752 875 841 860 870

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 11,649 13,490 15,021 13,219 13,330

千円 11,649 13,490 15,021 13,219 13,330

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 11,649 13,490 15,021 13,219 13,330

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

国分中央高校は、「園芸工学科」「生活文化科」「ビジネス情報科」「スポ―ツ健康科」の学科がある。これらの特性を生かした確かな学力の定着に努
め、多様な進路実現を図る。また、豊かな心を育て、地域・保護者から信頼され、期待される学校づくりに努め、魅力ある専門高校づくりを目指す。
そのために高等学校運営の円滑な推進、学校施設・設備の不良箇所改善など維持管理に努め、安心安全な教育環境の整備を図る。これらのうち、
本事業では学校図書の運営に係る事業、スポーツ健康科に係る校外活動や外部講師招へい事業、修学旅行・一日遠足・家庭訪問等に係る事業、
授業に必要な各種印刷や教科書・指導書等の係る事業などによりソフト面において適切な教育環境を整える。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
「進路について真剣に考え、模試や資格取得等積
極的に取り組んでいる」と回答した生徒の割合

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

高校設立時から円滑な高校教育の推進が行わ
れている。魅力ある専門高校づくりを進めるため
、２３年度新設学科再編を行った。さらに平成２
５年度からは生活文化科が男子受け入れを始
めた。また、校舎等の施設・設備の老朽化が激
しいため、修繕箇所が増大しており、教職員か
ら校舎・体育館等施設の修繕や設備の修繕の
要望がある。議会で２３年度新設学科に対して
の質問の中で新設学科「スポーツ健康科」の施
設の設備が十分であるのかなどといった意見が
あった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

・学校の図書室に司書補を配置した。
・スポーツ健康科においては、校外でのトレーニングや外部講師による健
康運動や運動生理学等を学んだ。
・2学年のスポーツ健康科は4泊5日で、その他の学科は3泊４日で修学旅
行を、4月に全学年の一日遠足を実施した。
・1,2学年の家庭訪問を実施した。
・授業に必要な各種印刷や教科書・指導書等を購入した。

・生徒は図書の貸し出しをスムーズに行えた。
・スポーツ健康科の生徒は、校外でのトレーニングや健康運動や運動生
理学等の専門的な運動や知識を学べた。
・先生方の引率により校外活動は安心・安全に行えた。
・家庭訪問により生徒の生活環境等を把握できた。
・授業に必要な各種印刷や教科書・指導書等の購入により授業が円滑に
行えた。



0110040104010701 国分中央高校維持管理事業
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④
専門性豊かな授業を学ぶ機会がなくなる。

■

☐

⑤

■ 国分中央高校の生徒が対象のため。

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
生徒が進路決定に役立つ学習をすることにより、より専門的な知識
や技術を身に付けることができるので、専門性豊かな人材に育つこ
とに結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

国分中央高校は、霧島市が設置した高校であり、生徒の学校教育
については市が事業を行う必要がある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
外部講師などの活用の機会を多くすることで、技術力が向上する余
地がかなりある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

学校図書の運営に係る必要最小限の事業費、生徒引率旅費や授
業に必要な各種印刷や教科書・指導書等の係る必要最小限の事
業費であり、削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

国分中央高校生等の限定された適切な事業で高校教育として実施
しており、受益の機会は公平といえる。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

各学科の特色ある授業を展開するために、各種団体などの講師謝金を必要としない事業を活用し、ソフト面における教育
環境の整備に努める。

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

用紙代やコピー代の節約により、各学科の実験実習費や研究費の充実を図り、高度資格取得者が増加するようにソフト面
におけるさらなる教育環境の整備に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110040104010701 国分中央高校維持管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7 1,471 1,507 1,510

8 1,421 1,398 1,400

9 3,588 4,016 4,100

10

11 4,944 4,927 4,940

4,307 4,287 4,300

637 640 640

12 15 15 20

15 15 20

13 216 216 220

14 758 1,050 1,050

15

16

17 公有財産購入費

18 2,499 0

19 109 90 90

20

21

22

23

24

25

26

27

28

15,021 13,219 13,330

0 0

0 0

0 0

0 0

15,021 13,219 13,330

計 15,021 13,219 13,330

補助率
国

県

当初予算 16,129 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用 -410

予算合計 15,719 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040304010701 事務事業名 国分中央高校維持管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グル－プ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 30 年度～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 教育振興費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

資格取得試験検定回数 回 50 50 50 50 50

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

生徒 生徒数 人 846 815 804 814 825

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

進路決定に役立つ学習をする。 ％ 85 86 90 91 92

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

専門性豊かな人材に育つ 高度資格取得者延べ人数 人 752 875 841 860 870

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 858 768 752 768 760

千円 858 768 752 768 760

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 858 768 752 768 760

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

国分中央高校は、「園芸工学科」「生活文化科」「ビジネス情報科」「スポ―ツ健康科」の学科がある。これらの特性を生かした確かな学力の定着に努
め、多様な進路実現を図る。また、豊かな心を育て、地域・保護者から信頼され、期待される学校づくりに努め、魅力ある専門高校づくりを目指す。
そのために高等学校運営の円滑な推進、学校施設・設備の不良箇所改善など維持管理に努め、安心安全な教育環境の整備を図る。これらのうち、
本事業では各学科の特性を生かした資料用教材などの課題研究に係る消耗品を購入する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
「進路について真剣に考え、模試や資格取得等積
極的に取り組んでいる」と回答した生徒の割合

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

高校設立時から円滑な高校教育の推進が行わ
れている。魅力ある専門高校づくりを進めるため
、２３年度新設学科再編を行った。さらに平成２
５年度からは生活文化科が男子受け入れを始
めた。また、校舎等の施設・設備の老朽化が激
しいため、修繕箇所が増大しており、教職員か
ら校舎・体育館等施設の修繕や設備の修繕の
要望がある。議会で２３年度新設学科に対して
の質問の中で新設学科「スポーツ健康科」の施
設の設備が十分であるのかなどといった意見が
あった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

各学科の課題研究に必要な資料用教材などの課題研究に係る消耗品を
購入した。

園芸工学科における「キリシマツツジに関する研究」をはじめとする課題
研究の成果発表が行えた。



0110040304010701 国分中央高校維持管理事業
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
課題研究の内容を縮減せざるを得なくなるので、影響がある。

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
生徒が進路決定に役立つ課題研究を行うことは、専門性豊かな人
材に育つので結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

国分中央高校は、教育基本法第６条に基づき霧島市が設置した高
校であり、生徒の学校教育については市が事業を行う必要がある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
各学科3年生の生徒数の割合による消耗品の配分であるが、一人
あたりの配分単価を上げることができれば向上する余地はある程度
ある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

各学科3年生の生徒数の割合によって配分された消耗品のみの予
算であり、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

国分中央高校生等の限定された適切な事業で高校教育として実施
しており、受益の機会は公平といえる。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

課題研究に係る予算は消耗品費のみであり、課題研究を充実させるために、無償で行ってくれる外部の講師を活用するな
ど、課題研究に取り組める教育環境づくりに努める。

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

平成27年度に引き続き課題研究を充実させるために、無償で行ってくれる外部の講師を活用するなど、さらに課題研究に
取り組める教育環境づくりに努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110040304010701 国分中央高校維持管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11 752 768 760

752 768 760

12 0 0 0

13

14

15

16

17 公有財産購入費

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

752 768 760

0 0

0 0

0 0

0 0

752 768 760

計 752 768 760

補助率
国

県

当初予算 752 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用

予算合計 752 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040404010701 事務事業名 国分中央高校施設整備事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グループ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ☐

項 04 高等学校費 ■ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 04 高等学校施設整備費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

棟 1 1

棟 1

改修箇所 箇所 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

国分中央高校の施設（農場を除く）

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

改築・改修する

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

教育環境が整う

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 34,571 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 246,900 214,300 376,100 525,500

千円 0 0 0 50,800 0

千円 0 28,021 12,037 13,090 30,013

千円 0 309,492 226,337 439,990 555,513

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 309,492 226,337 439,990 555,513

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

H24 H27

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

3号棟は耐震力がなく、3号棟の改築工事を行うこことなり、平成24年度から平成25年度にかけて5号棟を建設し、平成26年度に3号棟を解体し、平
成26年度から平成27年度にかけて渡廊下・昇降口の建設及び進路指導室を保健室に、保健室を生徒指導室に、生徒指導室を職員厚生室にする
など改修工事を行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア 5号棟、渡廊下・昇降口棟建設棟数

イ 渡廊下・3号棟解体棟数

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

3号棟については、昭和39年６月、昭和40年８月
に建設され、平成21年に耐震診断を行った結
果、コンクリート強度が非常に低かったことや校
舎全体の老朽化も進んでいたことから、3号棟の
改築工事を行うこととなった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

昇降口棟の建設に向けて、3号棟の解体を行った。 3号棟解体跡地は整地された。



0110040404010701 国分中央高校施設整備事業
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥
必要最小限の経費で建設計画をしているので、削減余地はない。

■

☐

⑦
予算差引等の業務のみであり、削減余地はない。

■

☐

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

昇降口棟を建設し、昇降口棟に進路指導室が移動した後を保健室に改修し、学校生活の利便性を高める。

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

平成27年度で終了

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110040404010701 国分中央高校施設整備事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11 0 0 0

12 674 0 893

674 0 893

13 3,704 58,200 12,600

14 13,000 1,369

15 221,959 368,790 540,651

16

17 公有財産購入費

18 0

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

226,337 439,990 555,513

0 0

0 0

214,300 376,100 525,500

0 50,800

12,037 13,090 30,013

計 226,337 439,990 555,513

補助率
国

県

当初予算 229,864 区分 名称 金額

補正予算 -3,461 地方債 合併特例債 214,300

-3,461 0

流用・充用 0

予算合計 226,403 合　計 214,300

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳

補正第7号



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040204010701 事務事業名 国分中央高校維持管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グル－プ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 30 年度～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 高等学校管理費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

安全点検回数 回 12 12 12 12 12

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

国分中央高校の施設（農場を除く） 箇所 20 20 18 18 16

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

施設の修繕件数 件 39 43 53 43 40

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

教育環境が整う 「学校が楽しい」と回答した生徒の割合 ％ 89.0 93.0 94.0 91.0 92.0

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,962 3,047 2,904 3,036 3,040

千円 19,613 21,328 19,828 19,552 19,740

千円 22,575 24,375 22,732 22,588 22,780

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 22,575 24,375 22,732 22,588 22,780

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

国分中央高校は、「園芸工学科」「生活文化科」「ビジネス情報科」「スポ―ツ健康科」の学科がある。これらの特性を生かした確かな学力の定着に努
め、多様な進路実現を図る。また、豊かな心を育て、地域・保護者から信頼され、期待される学校づくりに努め、魅力ある専門高校づくりを目指す。
そのために月１回の安全点検による不良箇所の確認を行い、担当教諭と協議し、学校施設・設備の不良箇所改善など維持管理に努め、安心安全
な教育環境の整備を図る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 施設数(施設台帳)

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
不良箇所の改善等により適切な教育
環境を実現する。

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

高校設立時から円滑な高校教育の推進が行わ
れている。魅力ある専門高校づくりを進めるため
、２３年度新設学科再編を行った。さらに平成２
５年度からは生活文化科が男子受け入れを始
めた。また、校舎等の施設・設備の老朽化が激
しいため、修繕箇所が増大しており、教職員か
ら校舎・体育館等施設の修繕や設備の修繕の
要望がある。議会で２３年度新設学科に対して
の質問の中で新設学科「スポーツ健康科」の施
設の設備が十分であるのかなどといった意見が
あった。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

施設・設備については月１回の安全点検による不良箇所の確認を行い、
担当教諭と協議し修繕等を行った。また、建付けの悪いドアや鍵の不具
合など簡易な修繕については、職員で対応した。

施設の老朽化が著しく、不良箇所の発生件数が増えてきているが、安全
点検等により、学校施設・設備の不良箇所改善など施設・設備の維持管
理に努め、生徒の安心・安全の確保が図られた。



0110040204010701 国分中央高校維持管理事業
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④
適切な教育環境を整えることが困難となる。

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
国分中央高校の施設の不良箇所の改善等により適切な教育環境を
実現することは、教育環境が整うことに結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

国分中央高校は、霧島市が設置している高校であり、適切な教育
環境を整えるためには、市が事業を行う必要があるので妥当である
。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
施設の老朽化が激しく、修繕箇所が多数あるり、修繕を行えば、適
切な教育環境が整うので、成果が向上する余地はある程度ある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

施設の老朽化が激しく、修繕箇所が多数あり、優先順位を付けて年
次計画的に修繕を行っていることや本事業に占める光熱水費の割
合が大きいことから事業費の削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

国分中央高校の施設等の維持管理であり、受益者の負担を求める
事業ではない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

予算の範囲内で修繕を委託し、コストを抑えるために職員で対応できる修繕は職員で対応するとともに安全点検を徹底し、
適切な教育環境に努める。

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

老朽化が著しい園芸工学科専工室の固定式実験台や流し台、1号棟と2号棟の間の渡り廊下の鉄筋が剥き出しとなってい
る箇所や旧保健室については、改修を行い、適切な教育環境に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性

学校施設は生徒、教職員が校内活動を行う上で常に安全に維持管理されていなければならない。コスト意識を持ちながら
修繕や改修、備品の調達など適切な予算執行を行い、施設内で事故等発生しないよう最善の注意が必要である。



0110040204010701 国分中央高校維持管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7 2,112 2,326 2,330

8

9

10

11 16,627 15,861 16,030

574 600 600

89 127 130

15,024 14,364 14,500

940 770 800

12 1,254 1,410 1,420

1,007 1,169 1,170

97 102 110

150 139 140

13 1,379 1,568 1,570

14 322 323 330

15

16 49 100 100

17 公有財産購入費

18 984 1,000 1,000

19

20

21

22

23

24

25

26

27 5

28

22,732 22,588 22,780

0 0

0

0 0

2,904 3,036 3,040

19,828 19,552 19,740

計 22,732 22,588 22,780

補助率
国

県

当初予算 23,750 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 雑入（空調機電気使用料） 2,611

その他 228

県支出金 公立高等学校就学支援金事務費交付金 0

その他 65

流用・充用 230

予算合計 23,980 合　計 2,904

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳

雑入(自動販売機電気使用料）

雑入(保険料控除等事務手数料）



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040104010702 事務事業名 国分中央高校生徒・教職員健康診査事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グループ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 33 年度～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 高等学校総務費 根拠法令・条例等 学校保健法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

全生徒対象検診実施項目数 件 4 4 4 4 4

件 2 2 2 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

生徒 生徒数 人 846 815 804 814 825

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

良好な体調管理ができる。 年間平均一日当たりの病気欠席者数 人 16.6 14.1 13.6 12.0 11.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

専門性豊かな人材に育つ 高度資格取得者延べ人数 人 752 875 841 860 870

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 3,245 3,410 3,420

千円 0 0 3,245 3,410 3,420

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 3,245 3,410 3,420

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

国分中央高校の生徒を対象に検診(内科・眼科・歯科検診等)を実施
事務事業の手順
養護教諭と契約業者との協議→検診実施→検診結果指導→支払等事務処理

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ 1年のみ対象検診実施項目数

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

学校における保健管理及び安全管理に関し必
要な事項を定め、児童、生徒、学生及び幼児並
びに職員の健康保持増進を図り、もって学校教
育の円滑な実施とその成果の確保に資すること
を目的とした学校保健法の施行(昭和33年)に伴
い、事業を開始した。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

1年生270人を対象に心電図及びレントゲン撮影を、全生徒804人を対象
に尿検査、内科検診、眼科検診及び歯科検診を実施した。

健康診断結果、要精密者又は治療勧告者数は、心電図4人、レントゲン
撮影1人、尿検査8人、内科検診26人、眼科検診90人、歯科検診437人で
あった。要精密者又は治療勧告者に対し、病院での再受診や治療を行う
ように保健指導等を行った。



0110040104010702
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■ 国分中央高校生徒が対象のため。

☐

☐

⑥
１人当たりの受診単価が決まっているため削減できない。

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で行っている。

■

☐

⑧
学校保健法に基づく事務事業であり、受益の機会は公平である。

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

国分中央高校生徒・教職員健康診査事
業

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
生徒の良好な健康管理により、スポーツや学業に専念できるので、
専門性豊かな人材に育つことに結びついている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

学校保健法に基づく学校における保健管理は設置者の義務である
ので妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
要精密・要治療の生徒への保健指導等により、治療を促すことで、
健康状態が改善すれば、一日当たりの欠席者数を減らすことができ
るので、成果向上の余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
廃止・休止すれば病気の早期発見が遅れることとなり、健康への悪
影響を及ぼす。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成26年度は全生徒対象の4項目の延未受診者が8名であったので、生徒及び保護者に対し早めに健康診断の時期を通
知し、受診率100%を目指す。

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

引き続き生徒及び保護者に対し早めに健康診断の時期を通知し、受診率100%を目指すとともに、検査結果に基づいた治
療の勧告と治療状況を把握し、未受診者については催促を行い、健康管理に努める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110040104010702 国分中央高校生徒・教職員健康診査事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1 1,654 1,654 1,660

2

3

4

5

7

8 195 200 200

9

10

11 0 0 0

12 39 50 50

39 50 50

13 1,357 1,506 1,510

14

15

16

17 公有財産購入費

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

3,245 3,410 3,420

0 0

0 0

0 0

0 0

3,245 3,410 3,420

計 3,245 3,410 3,420

補助率
国

県

当初予算 3,245 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用 18

予算合計 3,263 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040204010702 事務事業名 国分中央高校農場管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グル－プ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ 44 年度～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 高等学校管理費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

安全点検回数 件 12 12 12 12 12

生産物売上高 千円 4,251 4,496 4,319 4,500 4,500

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

国分中央高校の施設（農場） 箇所 18 18 18 18 18

国分中央高校園芸工学科の生徒 園芸工学科の生徒数 人 114 113 113 114 119

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

施設・設備の修繕件数 件 14 12 11 9 7

人 13 6 9 11 13

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

専門性豊かな人材に育つ 就職・進学率 ％ 97 100 100 100 100

教育環境が整う。 「学校が楽しい」と回答した生徒の割合 ％ 88 93 94 95 95

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 4,251 4,502 4,319 4,500 4,500

千円 1,677 2,681 5,474 4,463 5,800

千円 5,928 7,183 9,793 8,963 10,300

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5,928 7,183 9,793 8,963 10,300

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

園芸に関する基礎的・基本的な知識と技術を学ぶとともに、植物バイオ・情報処理等の先端技術を習得し、近代的・科学的な判断のできる農業経営
者や農業の理解者になることを目指す。そのために園芸工学科生徒の授業・農業実習として、小畑農場の適切な管理と学校施設・設備の不良箇所
改善など維持管理に努め、安心安全な教育環境の整備を図る。安全点検による不良箇所の確認を行い、担当教諭と協議し修繕等を実施する。
（平成２３年度から対象指標のイを変更）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア 施設数(施設台帳)

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
不良箇所の改善等により適切な教育
環境を実現する。

イ
農業実習を通じて農業関係企業の就
職や農業系の進学者数を増やす

卒業生のうち農業関係企業の就職者数や農
業系学校の進学者数

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

園芸工学科があることから生徒の授業・農業実
習のために始まった。また、農場新設から施設
の維持補修が始まった。草花等の育成に地下
水を利用していたが、ここ２．３年で草花等の生
育が順調でない原因を調査したところ、水質検
査でアルカリ度が高いことがわかった。園芸工
学科の教員から、施設の老朽化が激しく改善し
てほしいとの要望がある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

・農業実習等に使用している昭和63年10月購入の2トンダンプの経年劣
化により新規に2トンダンプを購入した。
・老朽化による校舎やビニールハウス等の一部修繕は教職員の対応で
修繕を行った。
・農業実習に必要な農薬、資材、肥料、種苗等を購入した。

・2トンダンプの新規購入により、農業実習による農産物の出荷等が安心・
安全に行えるようになった。
・生徒は安心・安全に農業実習を行うことができた。
・農業実習に必要な農薬、資材、肥料、種苗等で作物・野菜・草花などを
生産し、出前講座や実習販売などにより地域に貢献できた。



0110040204010702 国分中央高校農場管理事業
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■ 国分中央高校対象のため。

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
国分中央高校の施設（農場）の不良箇所の改善等により適切な教
育環境が整うことに結びついている。また、国分中央高校園芸工学
科の生徒が農業実習を通じて農業関係企業の就職や農業系の進
学者数を増やすことは、専門性豊かな人材に育つことに結びつい
ている。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

国分中央高校の施設（農場）の不良箇所の改善等により適切な教
育環境を実現するためには、市が事業を行う必要があるので妥当で
ある。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
施設、設備や農機具等の老朽化を解消し、専門的な知識・技術を
生かして、廃棄作物等を減少させることにより、農産物の生産量を前
年度より増やすことが可能となる。専門的な知識・技術を生かした農
業実習が充実することにより、農業関係企業への就職や農業系学
校へ進学する生徒の数は増える余地はある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
適切な教育環境を形成するのが難しくなり、専門性豊かな人材の育
成や生徒が充実した高校生活を過ごすことが出来なくなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

多少の修繕は職員で対応しているものの、施設、設備、農機具等の
経年劣化が著しいことから修繕または買い替えが必要であることや
光熱水費の高騰から、事業費の削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

国分中央高校生等の限定された適切な事業で高校教育として実施
しており、受益の機会は公平といえる。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

温泉水を有効利用しハウス内空気と熱交換を行い温風を発生するグリーンソーラーの取替えにより、ハウス利用による植物
栽培の安定を図る。

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

購入後15年以上経過し、故障が多く取替部品もなく著しく使用しづらいトラクターを最新のトラクターに買い替え、最新のトラ
クターにより、生徒の技術力の向上を図る。また、細霧冷房ファンの導入により秋に播種する秋まき種子の発芽や生育を安
定させることにより、生産から実習販売に至るまで、さらに生徒の意欲を高めさせる。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110040204010702 国分中央高校農場管理事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9 127 140 150

10

11 4,416 4,787 4,940

2,437 2,450 2,500

544 555 600

40

977 1,042 1,050

458 740 750

12 462 568 630

35 37 40

173 300 340

254 231 250

13 746 765 770

14

15

16 97 97 100

17 公有財産購入費

18 3,851 2,500 3,600

19 25 29 30

20

21

22

23

24

25

26

27 69 77 80

28

9,793 8,963 10,300

0 0

0 0

0 0

4,319 4,500 4,500

5,474 4,463 5,800

計 9,793 8,963 10,300

補助率
国

県

当初予算 10,360 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 生産物売払収入（造園） 2

その他 生産物売払収入（野菜） 2,213

その他 1,742

その他 101

その他 生産物売払収入（作物） 261

流用・充用 -230

予算合計 10,130 合　計 4,319

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳

生産物売払収入(草花）

生産物売払収入(生物工学）



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040304010702 事務事業名 国分中央高校設備整備事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グループ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ Ｓ３０ 年度～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 教育振興費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

資格取得試験検定回数 回 50 50 50 50 50

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

生徒 生徒数 人 846 815 804 814 825

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

進路決定に役立つ学習をする ％ 85 86 90 91 92

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

専門性豊かな人材に育つ 高度資格取得者数 人 752 875 841 860 870

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 16,514 21,705 14,831 14,651 15,560

千円 16,514 21,705 14,831 14,651 15,560

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 16,514 21,705 14,831 14,651 15,560

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

国分中央高校は、「園芸工学科」「生活文化科」「ビジネス情報科」「スポーツ健康科」の学科がある。これらの特性を生かした確かな学力の定着に努
め、魅力ある専門高校づくりを目指す。特に各学科の取り組みにパソコンを利用した専門科目があり、学科の特性を生かした授業を行っている。平
成２３年度からは「商業科」と「情報会計科」を統合し、「ビジネス情報科」を開設し、従来の「総合実践」の授業にパソコンの充実を加えた。また、平成
２４年度から課題研究に電子商取引の講義を行っている。５年に一度パソコンを更新することで、生徒が最新の情報処理機器の技能・技術を習得で
き、時代のニーズにこたえる人材育成にも繋がる。また、学校の備品を充足することで、教育環境の整備を図る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
「進路について真剣に考え、模試や資格取得等
積極的に取り組んでいる」と回答した生徒の割合

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

学校設立から備品の充足に努めているが、特に
昭和６０年からパソコンを設置するなど年次的に
パソコンを整備するなか、平成４年度からはパソ
コンをリースで導入し、５年ごとに更新している。
専門高校として平成２３年度に「商業科と「情報
会計科」を統合し「ビジネス情報科」を開設する
など時代に即した学科再編を行い、パソコン環
境の充実を進めている。教員等からパソコンリー
ス更新時に、授業に対応した最新のパソコン機
能の導入を要望されている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

・パソコンリースの更新を行った。
・ワープロ室のパソコン等の保守委託を行った。
・棟HUBの交換を行った。
※棟HUB：校内ネットワークの中継機器

・全ての学科においてパソコンを活用した情報処理の授業を行ったことに
より、ワープロ・情報処理技能などの各種上級資格取得に役立った。



0110040304010702 国分中央高校設備整備事業
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

☐

④

■

☐

⑤

■ 国分中央高校の生徒が対象のため。

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

パソコンリースの更新により最新の機器を導入し、情報処理などの授業を行う教育環境を整える。

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
最新の情報処理機器を活用し、生徒が進路決定に役立つ学習を
することにより、専門性豊かな人材に育つことに結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

国分中央高校は、霧島市が設置した高校であり、専門性豊かな人
材を育成するためには、市が最新の情報処理機器を整備しなけれ
ばならないので妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
教材提示装置(ＴＶモニター等）の備品関係については、経年劣化
等で使用できないものもあり、年次計画的に新しい機器に変更する
ことにより、更に教育環境が整う余地がある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
学科の特性を生かした最新の情報処理機器による授業を受けられ
なくなる。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

生徒が最新の情報処理機器の技能・技術を習得させるためには、
機器の更新は避けられないことから事業費の削減はできない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

国分中央高校生に限定された適切な事業で高校教育として実施し
ており、受益の機会は公平といえる。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

1号棟・2号棟・4号棟のLAN配備の改修により、校内ネットワークの安定化を図り、授業に支障をきたさないように教育環境を
整える。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110040304010702 国分中央高校設備整備事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11 0 0 0

12 0 0 0

13

14 14,032 14,651 14,700

15

16

17 公有財産購入費

18 799 0 860

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

14,831 14,651 15,560

0 0

0 0

0 0

0 0

14,831 14,651 15,560

計 14,831 14,651 15,560

補助率
国

県

当初予算 15,240 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用 -409

予算合計 14,831 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0110040104010704 事務事業名 国分中央高校活性化事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グループ

施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号
会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 24 年度～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 高等学校総務費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

部活動に加入している生徒の割合 ％ 75 78 81 82 83

部活動に加入している生徒数 人 637 633 648 667 684

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

国分中央高校の生徒 全生徒数 人 846 815 804 814 825

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

九州大会に出場する 九州大会出場回数 回 10 16 16 17 18

全国大会に出場する 全国大会出場回数 回 6 11 14 15 16

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

専門性豊かな人材に育つ 就職・進学率 ％ 97 100 100 100 100

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 7,849 9,913 8,992 9,373 9,530

千円 7,849 9,913 8,992 9,373 9,530

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 7,849 9,913 8,992 9,373 9,530

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

平成23年度に「スポーツ健康科」、「ビジネス情報科」を新たに開設し、生徒の基礎学力の向上に務めるとともに、学校の活性化に取り組んでおり、
農業・家庭・商業・体育の専門学科や体育系・文化系部活動の環境（①外部指導者の導入②指導教員の技術力向上③生徒進学先の開拓④新入
学生の確保⑤備品・設備等の充実⑥大会補助）を充実することを目的とする。結果、高校が活性化し本校の生徒が専門学科や体育系・文化系部
活動で九州大会や全国大会で活躍することは、「霧島市」を知ってもらうことにもなり、地域の活性化につながる。また、卒業時の進路については、こ
れらの中で習得した社会に寄与する資質や技能など専門性を身につけることで、専門学科に関係のある上位学校や就職に就けるように努めるもの
である。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

平成２３年度に新設学科「スポーツ健康科・ビジ
ネス情報科」を開設した。特に「スポーツ健康科
」を開設したことにより、部活動が活発化し、県
大会以上の大会出場が増えたことにより各種大
会出場補助を行っている。平成２４年度、県内
外の優秀な生徒を受け入れるために学校指定
の宿舎を定めた。
保護者及び教職員等から大会出場費や設備・
施設面での支援を求められている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

・外部指導者6名による部活動の指導を延360回行った。
・九州大会(陸上部をはじめとする12部等)や全国大会(柔道部をはじめと
する13部等)に出場する部等に大会出場補助を行った。
・指定宿舎に寮監の配置と防犯システムを設置した。また、今年度、新規
入居した生徒8名に指定宿舎に入居する際の一時金の一部を補助した。

・文化系・体育系を含めて各部等の全国大会への出場回数が昨年度より
3回増えた。九州大会への出場回数については昨年度と同回数であった
。ただし、九州大会出場の陸上競技の出場種目数については、昨年度
の３種目出場から9種目出場と大幅に増えた。
・指定宿舎に寮監の配置と防犯システムを設置し、入寮生の安心・安全
を確保した。また、一時金の一部補助により、保護者の負担を軽減できた
。



0110040104010704 国分中央高校活性化事業
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

■

☐

☐

④

■

☐

⑤

■ 国分中央高校の生徒が対象のため。

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続・やり方改善 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
生徒が九州大会や全国大会に出場することにより、習得した資質や
技能などを試す機会を持つことで、専門性豊かな人材に育つことに
結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

平成23年度に新設学科としてスポーツ健康科を開設し、部活動が
活発化したことからスポーツ健康科の特色あるカリキュラムの実施や
部活動等の支援を強化することは妥当である。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
スポーツ健康科の実技研修の充実や部活動における強豪校との練
習試合等の充実により成果が向上する余地はかなりある。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
技術力が低下することが懸念され、九州大会や全国大会への出場
が減少する恐れがある。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

大会出場生徒引率職員の旅費や大会補助及び指定宿舎に係る経
費が予算を大きく占め、九州大会以上の出場回数が増えると引率
旅費や大会補助が増えることから削減余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

国分中央高校の生徒を対象とした事業であり、受益者負担を求める
ような事業ではないが、部活動等の大会出場においては保護者に
も応分の負担がある。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

部活動等において社会人や大学生などの指導や強豪校との合同練習で部活動等を強化し、九州大会や全国大会への出
場の回数を前年度より増やす。

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

外部指導者の充実や平成27年度に引き続き、部活動等において社会人や大学生などの指導や強豪校との合同練習で部
活動等を強化し、九州大会や全国大会への出場をさらに増やす。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0110040104010704 国分中央高校活性化事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8 651 997 1,000

9 2,463 1,916 2,000

10

11 0 0 0

12 17 18 20

17 18 20

13 2,042 2,084 2,100

14 372 408 410

15

16

17 公有財産購入費

18

19 3,447 3,950 4,000

20

21

22

23

24

25

26

27

28

8,992 9,373 9,530

0 0

0 0

0 0

0 0

8,992 9,373 9,530

計 8,992 9,373 9,530

補助率
国

県

当初予算 9,531 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用 392

予算合計 9,923 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

110414171 事務事業名 高等学校総務関係各種協議会等参画事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グル－プ

### 施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

### 基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ 不明）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 高等学校総務費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

　各種協会及び団体等への加入件数 件 15 15 15 15 15

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

学校運営業務

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

円滑に実施される

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

専門性豊かな人材に育つ

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 161 160 162 170 170

千円 161 160 162 170 170

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 161 160 162 170 170

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

国分中央高校が各種協会及び団体等に加盟することで、それぞれの研究報告等を活用し、各学科の特色ある授業などよりよい学校運営業務等を
行う。
・事務事業の手順
各種協会及び団体等の年会費等請求書を受諾→支払業務

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

霧島市経営健全化推進計画（第２次／改訂版）
（平成26年12月策定)において、市が補助金や
負担金を交付している外郭団体や一部事務組
合等に対し、経営状況の確認や経営健全化へ
の取り組みを要請し、適正な補助金及び負担金
の執行に努めることとされている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

・全商・九商・県商会費　33,000円
・全国都市立高等学校長協会会費、全国農業高等学校協会会費、産業
教育振興会費、全国高等学校長協会体育部会会費他　170,000円

全商・九商・県商への参画や全国都市立高等学校長協会や全国農業高
等学校協会などからの研究報告等を活用し、各学科の特色ある授業など
に役立てた。



110414171
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥
各種協会及び団体等の年会費等のみであり、削減できない。

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

各種協会及び団体等等の研究報告等の内容を精査し、加盟の継続について判断する。

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

高等学校総務関係各種協議会等参画
事業

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

平成28年度時点における各種協会及び団体等等の研究報告等の内容を精査し、加盟の継続について再度判断する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



110414171 高等学校総務関係各種協議会等参画事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11 0 0 0

12 0 0 0

13

14

15

16

17 公有財産購入費

18

19 162 170 170

20

21

22

23

24

25

26

27

28

162 170 170

162 170 170

計 162 170 170

補助率
国

県

当初予算 170 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用

予算合計 170 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

110424171 事務事業名 高等学校管理関係各種協議会等参画事業
担当部 教育部

担当課 国分中央高等学校

04 政策名 04 育み磨きあうまちづくり グループ 管理グル－プ

### 施策名 01 学校教育の充実 電話番号 46-1535

### 基本事業名 07 魅力ある高等学校教育の推進 内線番号

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 10 教育費 ■ H 12 年頃～）

項 04 高等学校費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 高等学校管理費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

協議会の加入件数 件 1 1 1 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

学校運営業務

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

　円滑に実施される

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

教育環境が整う。

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 5 5 5 5 5

千円 5 5 5 5 5

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 5 5 5 5 5

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

国分農林水産物等販売協議会に加入し、園芸工学科の生徒が栽培している作物を国分じょうもん市場で販売する。
・事務事業の手順
協議会年会費請求書を受諾→支払業務

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

霧島市経営健全化推進計画（第２次／改訂版）
（平成26年12月策定)において、市が補助金や
負担金を交付している外郭団体や一部事務組
合等に対し、経営状況の確認や経営健全化へ
の取り組みを要請し、適正な補助金及び負担金
の執行に努めることとされている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

国分農林水産物等販売協議会年会費　5,000円 協議会への加入により、園芸工学科の生徒が栽培している作物を国分じ
ょうもん市場で販売することができた。



110424171
教育部

国分中央高等学校

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦
事務処理等は必要最低限度の業務時間で対応している。

■

☐

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○

協議会の運営状況を確認のうえ、今後、事業の継続について判断する。

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

高等学校管理関係各種協議会等参画
事業

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

国分中央高校運営上、必要最小限の協議会の年会費の支払いで
あり、現段階では、削減できない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

平成28年度時点の協議会の運営状況を確認のうえ、事業の継続について再度判断する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



110424171 高等学校管理関係各種協議会等参画事業
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９．コストの推移

（単位：千円）
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12 0 0 0
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17 公有財産購入費
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19 5 5 5
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5 5 5

5 5 5

計 5 5 5

補助率
国

県

当初予算 5 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用

予算合計 5 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳


	H26 04-01-01-学校間ネットワーク管理運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校維持管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校維持管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校施設整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校維持管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校生徒・教職員健康診査事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校農場管理事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校設備整備事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-01-07-国分中央高校活性化事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-05-01-メディアセンター管理運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-05-01-メディアセンター運営委員会運営事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-05-02-メディアセンター研修事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 04-05-02-視聴覚ライブラリー事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 99-99-99-高等学校総務関係各種協議会等参画事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 99-99-99-高等学校管理関係各種協議会等参画事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート

	H26 99-99-99-メディアセンター関係各種協議会等参画事業
	基本シート
	改善シート
	財務シート


